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(ノート部記載なし) 
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グループ全体の受注高は前年同期比７％増の１，０７７億円、売上高は前年
同期比７％増の１，０７０億円となりました。営業利益は前年同期比５５％増
の１７４億円となりました。 

当期利益は前年同期比４９％増の１３４億円となりました。 
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T&M事業において、第４四半期も特にアジアの５G開発需要が順調で、前
年同期比増収増益となり、売上高は１０％増の７５２億円、営業利益は６
１％増の１５１億円（営業利益率２０．２％）となりました。 

PQA事業において、第４四半期の業績は昨年の水準を上回りましたが、
第１四半期の不振を補うまでには至らず、前年同期比減収減益となり、売
上高は５億円減の２２６億円、営業利益は、３億円減の１３億円になりまし
た。 



第４四半期の連結及び各事業セグメントの営業利益、営業利益率は下記の
とおりです。 

 連結    ６１億円（営業利益率： １９．９％） 

 T&M    ５２億円（営業利益率： ２４．８％） 

 PQA    ６億円（営業利益率：  ９．１％） 

 

 

7 



8 

(ノート部記載なし) 



新型コロナウィルスの感染拡大の影響で、顧客の受注活動に制約が生じた
ため、T&M事業の受注高は、前年同期比１４億円（７％）減の１７４億円、
PQA事業の受注高は、前年同期と４億円（７％）減の５６億円となりました。 

なお、受注残高はグループ全体で２３０億円（前年同期比５％増）、T&M事業
では１６７億円（同４％増）、PQA事業では４９億円（同８％増）でした。 
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(ノート部記載なし) 
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営業キャッシュフローは、１４７億円の資金獲得となりました。 
投資キャッシュフローは、３７億円の支出でした。 
その結果、フリー・キャッシュフローは１１０億円の資金獲得となりました。 

財務キャシュフローは、７６億円の資金支出となりました。主なものは、長期
借入金返済３５億円、配当金の支払い３４億円（期末配当分１株１３.５円およ
び中間配当分１株１１円）です。 

以上の結果、現金同等物期末残高は、期首残高より２６億円増加の４７７億
円となりました。 

 



新型コロナウイルスの感染拡大や米中貿易摩擦の長期化など、今後の世界
経済の動向は予断を許さない状況が続いています。今後の新型コロナウイル
ス感染拡大の経過によっては、サプライチェーンの寸断や様々な事業活動の
制限など、長期間に渡って円滑な企業活動を妨げる可能性があります。 
 
２０２１年３月期の通期業績の見通しは上記のとおりですが、この業績見通し
は、新型コロナウイルスが上期中に収束することを前提に策定されており、当
社グループの業績も第２四半期を底をとして第３四半期からの回復を見込ん
でおります。従いまして、今後の新型コロナウイルス感染拡大状況により、経
済活動の停滞がさらに長期化した場合には、当社グループの業績へ新たな
影響を及ぼす可能性があります。今後、開示すべき重大な影響が見込まれる
場合には速やかに公表します。 
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２０２１年３月期の配当は、業績見通しの達成を前提として、１株当たり年間
３１円（うち中間配当１５．５円）を予定しております。 
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(ノート部記載なし) 
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モバイル計測市場は、世界各国の５Ｇサービス開始により、今後も関連需
要が拡大していくことが見込まれます。一方、新型コロナウイルスの感染
拡大は、サプライチェーンの寸断など事業活動に様々な制限をもたらして
います。 

新型コロナウイルスの影響はモバイル市場も例外ではなく、企業活動維持
のために投資に慎重な姿勢の企業も出てきております。その一方で、５Ｇ
の競争環境を勝ち抜くために開発投資をスローダウンしない先進企業も存
在しています。 

 
この新型コロナウイルスの感染拡大は、インターネットを社会生活やテレ
ワークに必須のライフラインとして定着させ、さらに地域や企業の成長に
ネットワークの拡充が重要であることを示唆しました。 
中国では停滞した景気の底上げ策として5Gネットワークの拡大計画が出さ
れました。 
 
直近の５Ｇのサービス展開に関しては、経済活動の停滞によるスローダウ
ンが生じるものの、新型コロナウイルスの感染が落ち着いた地域より５Ｇ
サービスの展開およびネットワークの拡充が再開され、遅れを取り戻すよ
うに加速されると想定しております。 
５Gモバイル市場のピークは、想定通り２０２３年～２０２４年頃に迎えると
考えております。 
 



５Gサービスの開始に伴い、多数の商用端末の開発が並行して行われるよ
うになり、さらに端末の規格適合試験の需要も急速に立ち上がってきました。 
また、各社が端末の量産のための製造工程を構築しており、量産試験の需
要も立上ってきました。 
これまでは、５Gの初期開発需要が主な投資でしたが、今後は商用化に向
けた投資がメインとなってきます。 
当社は、５G商用化に向けたフェーズでも最適なソリューションを提供致しま
す。 
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GLP２０２０の最終年度の２０２０年度に関しましては、計測事業は２０１９年度に対し
て売上高１８億円（２％）増、ＰＱＡ事業は売上高１４億円（６％）増を目指します。 

連結としては２０１９年度に対して売上高は３０億円（３％）増、営業利益は１億円（０．
５％）増を目指します。 
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１０年後の社会課題の解決を、計測の面から支える技術を獲得するべく、基礎技術
の研究所として先端技術研究所を設立しました。 

外部からの研究者を積極的に受け入れ、アンリツの技術力の源を作り、「オリジナ
ル＆ハイレベル」を強化していきます。 
 
取り組む予定の研究テーマは下記の２つです。 
１．Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ（６Ｇ）に向けた研究 
  ①１００ＧＨｚ超の周波数の計測を支えるコンポーネント実現のための研究 
  ②採用検討中のＦｕｌｌ-Ｄｕｐｌｅｘ技術の実現に必要と考える電波干渉のモニタリン
グ技術の研究 
２．次世代技術の獲得 

  小型で低消費電力の超高感度センサを実現するための技術として期待の高いＮ
ＥＭＳ※の研究 
 
※ＮＥＭＳ（ネムス、Ｎａｎｏ Ｅｌｅｃｔｒｏ Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ Ｓｙｓｔｅｍｓ）は、半導体加工技術を
ベースとするマイクロマシン（ＭＥＭＳ：メムス、Ｍｉｃｒｏ Ｅｌｅｃｔｒｏ Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ Ｓｙｓｔｅ
ｍｓ）をさらに小型化した、ｎｍオーダーの機械構造を持つデバイス 
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